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《出発点》

負担の公平性
電波の有効利用
（効率化インセンティブ）

量的要素を勘案 （帯域幅、出力）

希少性を勘案（逼迫帯域・逼迫地域）

電
波
の
経
済
的
価
値
の
反
映

研究開発など電波有効利用施策への拡大

《出発点》

《現状》 《現状》 電波利用共益事務原則、無線局数で均等割り

１．これまでの議論の整理

研究会での議論の多数意見欧米の現状

《修正要素》 公益性の勘案の要否

【歳入面】 【歳出面】

新たな電波利用料制度の基本設計

電波の有効利用
に向けた活用方策

効率的運用

本日の
検討対象

一般財源化には反対

（※ 競願処理のための免許方式は、オークション方式ではなく比較審査方式で対応）
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２－１ 使途の在り方について

積極的意見

①将来の子孫に美田を残すことは大切。目先の実用化を図る研究開発だけでなく、中長期的な

研究開発も重要。

②電波使用の対価としての歳入は、一般財源ではなく、中長期的な研究開発や格差是正など、

電波利用社会の発展に資する施策に充てることが、ワイヤレス産業の発展と免許人の理解を

得る上で必要。

慎重な意見

①電波利用料の使途の拡大は、免許人の負担増を招くため、慎重な検討が必要。

②電波利用料の使途の範囲は、個別の検討が必要であり、仮に使途を拡大する場合でも、

一定の限定が必要。

③格差是正については、電波利用料の使途の議論ではなく、別途、個別のサービスが

ユニバーサルサービスとして位置づけることが適当か否かの議論で検討すべき。

使途の拡大として肯定的な意見が見られたものとして

・中長期的な研究開発

・電波再配分による移行の円滑化・負担の軽減方策

本日の研究会においては、ワイヤレスＩＴ技術への取組に対象を限定して検討
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２－２ ワイヤレスＩＴ技術への戦略的取組

①国の安全保障分野

②戦略・成長分野

ワイヤレスIT技術 米 国

Ｅ Ｕ

日本の現状と課題

国防総省による研究開発 （研究開発総予算

約３兆円の一部を戦略的活用）

・ＧＰＳ、ＣＤＭＡ、ＵＷＢ等に軍事技術を転用

ＥＵ共通予算において、情報通信分野の

技術開発に重点配分 （1000億円強）

韓 国

情報化促進基金を活用した技術開発への
戦略的取組（約1000億円）
一般財源に加え、第３世代携帯免許料
（約4000億円）も活用して充実

各国、特に米・韓において、ワイヤレスIT技術に戦略的な取組

携帯端末、情報家電等は先行分野だが、

総務省の研究開発予算は約140億円規模
ワイヤレスブロードバンド環境の構築に向け、
未利用周波数帯の開拓など、中長期的な研究
開発の推進が課題

世界最先端の
ワイヤレスブロードバンド
環境の実現と一層の発展

中長期的な研究開発は
政府の役割が重要

短期的応用研究は
引き続き民間主導
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２－３ 電波利用料の充当により研究開発の強化推進を図る場合の考え方

我が国のワイヤレスIT技術の研究開発の強化推進

国家としての戦略的な取組であり、国民全体での負担が出発点

一般財源

電波利用料

◆国際競争力の向上 （世界最先端のワイヤレスブロードバンド環境）

◆産業活性化の起爆剤 （２０１３年： ９２兆円の市場規模）

◆電波有効利用の推進 （電波の経済的価値の徴収と使途の拡大）

未利用周波数帯の開拓などの研究開発分野に、電波利用料財源も活用する

こととする場合の考え方

《政策効果》

①電波の逼迫状況が深刻化する中で、有限希少な国民共有の電波を使用できるという特別

な地位にある者は、有効利用により一層貢献することが求められていること

②ワイヤレスブロードバンド環境の構築など電波利用社会の発展は、現在の電波利用者に

とっても将来の糧となるものであること

③欧米では、電波利用者から経済的価値を反映した使用料を徴収し、電波有効利用を図る

という考え方が一般的であること

周波数資源の拡大
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電波利用料の歳出予算内訳(平成16年度予算)

技術試験事務
14.6%

〔84.5億円〕

アナアナ変換
 34.9%

〔202.2億円〕

電波監視
12.5%

〔72.3億円〕

その他
(電波遮蔽対策等)

15.7%
〔91.2億円〕

無線局データ
ベースの運用
 22.4%

〔130.0億円〕

総額
580.2億円

［参考］
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３－１ 料額の算定のあり方について

《主な意見》

１．共益費用を維持

・量的要素の勘案の要否

２．経済的価値を反映

・量的要素のほか、希少性の勘案の要否

３．公益性その他諸事情を勘案

・国、地方公共団体、放送等の扱い

４．使途ごとに受益の程度を勘案

・受益と負担のバランス

《検討にあたっての視点の一例》

・ 電波監視等については、無線局数で均等割

・ 無線局データベースについては、データ量に応じて按分

・ 周波数逼迫対策については、量的要素等を勘案
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３－２ 共益費用と使用料

モデルＡ 使途を電波利用共益事務の範囲内とする場合

→ 共益費用である以上、需要の程度の勘案は困難と整理

モデルＡ－１ 現行どおり、原則、局数による頭割り

モデルＡ－２ 共益費用であるが、量的要素（帯域幅、出力）を勘案
（※）地域性、収益性・公益性は勘案せず。

モデルＢ 共益費用の要素と使用料の要素を合算する場合

使用料部分において、経済的価値を反映するため、量的要素及び地域性、
収益性・公益性を勘案。

モデルＢ－１ 共益部分は、原則、局数による頭割り。使用料部分は、経済的価値を反映

モデルＢ－２ 共益部分は、量的要素を勘案。使用料部分は、同上

モデルＣ 使用料のみで構成する場合 （所要の共益費用を含むものとする）

モデルＣ 経済的価値を反映した使用料のみによる構成

５つのモデルが検討課題

（特定の電波行政事務経費を賄う
範囲内）

［前回資料］
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１ モデルＡ－２１ モデルＡ－２

２ モデルＢ－１２ モデルＢ－１

３ モデルＢ－２３ モデルＢ－２

電波利用共益費用の財源 〔共益費用〕

電波監視等 〔共益費用〕 技術試験事務等＋α 〔使用料〕＋

・全ての無線局が負担

・原則、頭割り

・主に逼迫帯域・逼迫地域の無線局のみ負担

・経済的価値を反映して料額を設定

＋

・主に逼迫帯域・逼迫地域の無線局のみ負担

・経済的価値を反映して料額を設定

・全ての無線局が負担

・主に量的要素（帯域幅・出力）を
勘案して料額を設定

・全ての無線局が負担

・主に量的要素（帯域幅・出力）を勘案して料額を設定

３－３ 電波利用料の算定方法（議論の視点）

技術試験事務等＋α 〔使用料〕電波監視等 〔共益費用〕


